
平成 29 年 3 月

平成 29 年度 平成 38 年度

１．事業概要
（１）

① 施　設

② 使　用　料

3,040 円 3,414 円

3,130 円 3,498 円

3,130 円 3,521 円

一般家庭用使用料体系
の

概 要 ・ 考 え 方

0～14ｔまで：2,160円
15ｔを超え30ｔまでの部分：1ｔにつき162円

31ｔを超える部分：1ｔにつき183円

業務用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

同上

その他の使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

同上

実質的な使用料*3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）
※過去３年度分を記載

平成25年度

平成26年度 平成26年度

平成27年度 平成27年度

～計 画 期 間 ：

処理区域内人口密度

処 理 場 数

　平成16年度に農業集落排水事業(浜津地区)を統合

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。

*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための
計画に基づき実施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する
場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処
理区の統廃合を含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）
※過去３年度分を記載

平成25年度

小値賀町下水道事業経営戦略

小値賀町

特定環境保全公共下水道事業

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開始 後年 数 ）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：

非適
法適（全部適用・一部適用）

非適の区分
平成16年度

(供用開始後12年)

22.3人/ha 無
流域下水道等への
接続の有無

　1箇所

処 理 区 数 　1処理区

広域化・共同化・最適化
実施状況*1
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③ 組　織

（２）民 間 活 力 の 活 用 等

　なし

　なし

　なし

　なし

　なし

（３）経営比較分析表を活用した現状分析
※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

　別紙参照

職 員 数
　平成28年度：建設課 生活環境班 下水道担当
　(課長1名、班長1名、下水道係2名、環境衛生係兼務2名)

　今後、改築事業が見込まれるため、技術力の向上を目指し、効率的な事業運営を行
う。

資 産 活 用 の 状 況

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。

*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）　*5

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

 イ　指定管理者制度

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

事 業 運 営 組 織

民 間 活 用 の 状 況
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２．経営の基本方針

３．投資・財政計画（収支計画）

（１）
※ 赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

　収支計画における資本的支出の主なものは、建設改良費と地方債償還元金となっています。
　管渠は、整備済みとなっています。
　また、処理場は、水処理2池目と汚泥の脱水設備等が未設置(現在は、隣接するし尿処理場にて処理しています)
となっています。
　未設置の設備については、農業集落排水事業及び漁業集落排水事業との統廃合やし尿処理場の更新時期を
見据えて、適切な時期に設置する予定です。
　したがって、建設改良費としては、施設の供用開始から12年が経過しており、老朽化対策としてのストックマネジ
メント計画の策定を見込むものとします。
　また、下水道法の改正に伴う事業計画の変更を行うものとします。
　地方債償還元金は、平成40年度をピークに減少することから、計画期間内については35百万円前後とほぼ横ば
いで推移していきます。

 ・ 持続可能な下水道事業に向けて、下水道施設の適切な維持管理を図り、施設の長寿命化や耐震化を進めな
が
　 ら計画的で効率的な施設更新に取り組む。
 ・ 水質保全や生活環境の改善に関する広報・啓発活動の展開により、下水道接続率の向上を図る。
 ・ 講習会や研修会への参加を積極的に行い、職員の技術及び知識の向上に努める。
 ・ 災害発生時における危機管理体制を強化し、下水道施設の機能維持・早期復旧に努める。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

　収支計画における収益的収入の主なものは、料金収入（下水道使用料）、他会計からの繰入金です。資本的収
入では、地方債、他会計からの補助金、国からの補助金となっています。
　料金収入（下水道使用料）については、新規加入者による増も見込まれますが、少子高齢化等による人口減少
が勝るため、減少していくことが見込まれます。
　国からの補助金については、建設改良費のうちの補助対象事業に対し、適切に見込んでいます。残りの建設改
良費の財源として、地方債の発行を予定しています。
　また、過去に発行した地方債の償還金に充当するため、他会計からの繰入金・補助金を予定していますが、利
子を含めた地方債償還金が減少していくため、他会計からの繰入金・補助金についても、減少していく見込みで
す。

　動力費、薬品費、修繕費等の維持管理に要する経費については、人口減少に伴う流入水量の減に伴って、減
少していく見込みです。
　これらの経費については、包括的民間委託の導入や計画的な修繕による経費削減を検討していきます。
　職員給与費については、職員の配置でも異なりますが、年間4百万円程度を予定しています。一方、常にコスト
意識を持って業務に当り、経費の節減に努めます。

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り
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（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

４．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

　国の補助事業の活用や交付税措置の有無など、適切な財源確保に
ついて検討した上で投資計画を策定します。

　PPP/PFIなどの導入については、離島という地域特性や事業の公共
性と効率性を踏まえ、今後の検討課題とします。

　リスク評価に基づく改築・更新の優先順位を検討し、投資の平準化を
含むストックマネジメント計画の策定を検討しています。

　既に農業集落排水事業(浜津地区)を特定環境保全公共下水道事業
へ統合しています。
　また、処理場の改築時には、農業集落排水事業(前方地区、柳地区)
及び漁業集落排水事業(斑地区)の統合も含め、適切な処理能力への
改築を検討します。

広域化・共同化・最適化に関する事項

その他の取組

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

投資の平準化に関する事項

資産活用による収入増加
の取組について

その他の取組
　国の補助事業の活用や交付税措置の有無など、適切な財源確保に
ついて検討します。

　該当無し。

　使用料の見直し時期や内容については、今後検討していく予定で
す。この際、加入者からの理解を得るよう努めます。

使用料の見直しに関する事項

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生
している場合には、赤字の解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等
の指標に係る目標値を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その
内容等を記載すること。

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管

理者制度、PPP/PFIなど）

　包括的民間委託等の導入については、離島という地域特性や事業
の公共性と効率性を踏まえ、今後の検討課題とします。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

　毎年度、進捗管理（モニタリング）を行い、また、5年ごとに見直し（ローリング）
を行うことにより、本経営戦略の事後検証及び更新を行います。

職員給与費に関する事項 　常にコスト意識を持って業務に当たります。

動力費に関する事項 　機器の適正な運用を図り、コスト縮減に努めます。

修繕費に関する事項
　供用開始から12年が経過しており、今後は、修繕費等が増加するこ
とが考えられることから、計画的に修繕等を行います。また、老朽化し
ていく施設の長寿命化等を検討・実施していきます。

委託費に関する事項
　委託業務内容及び委託期間について検討し、経費の節減、効率化
に努めます。

その他の取組

　供用開始区域内における下水道未接続世帯や事業所等に対し、接
続への啓発活動を継続的に行います。また、水洗便所改造資金融資
斡旋及び利子補給制度を継続し、1日でも早い下水道への接続を促し
ます。

薬品費に関する事項 　機器の適正な運用を図り、コスト縮減に努めます。
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様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

 特定環境保全公共下水道事業

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 平成27年度 平成28年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 33,817 26,036 25,457 26,178 25,374 24,556 23,891 23,207 22,578 21,887 21,149 20,412

（１） (B) 16,528 16,020 15,810 15,585 15,327 15,054 14,973 14,876 14,780 14,651 14,522 14,410

ア 16,528 16,020 15,810 15,585 15,327 15,054 14,973 14,876 14,780 14,651 14,522 14,410

イ (C)

ウ

（２） 17,289 10,016 9,647 10,593 10,047 9,502 8,918 8,331 7,798 7,236 6,627 6,002

ア 17,289 10,016 9,647 10,593 10,047 9,502 8,918 8,331 7,798 7,236 6,627 6,002

イ

２ (D) 32,452 25,827 25,457 26,178 25,374 24,556 23,891 23,207 22,578 21,887 21,149 20,412

（１） 21,737 15,811 16,014 17,296 17,066 16,821 16,749 16,663 16,576 16,461 16,346 16,245

ア 3,681 3,061 3,328 3,357 3,357 3,357 3,357 3,357 3,357 3,357 3,357 3,357

イ 18,056 12,750 12,686 13,939 13,709 13,464 13,392 13,306 13,219 13,104 12,989 12,888

（２） 10,715 10,016 9,443 8,882 8,308 7,735 7,142 6,544 6,002 5,426 4,803 4,167

ア 10,715 10,016 9,443 8,882 8,308 7,735 7,142 6,544 6,002 5,426 4,803 4,167

イ

３ (E) 1,365 209

1 (F) 45,082 49,323 43,693 31,602 31,714 32,166 32,627 45,796 44,477 34,266 34,762 35,269

（１） 7,500 7,500 5,400

（２） 45,082 41,023 31,493 31,602 31,714 32,166 32,627 33,096 33,777 34,266 34,762 35,269

（３）

（４）

（５） 8,300 4,700 5,200 5,300

（６）

（７）

２ (G) 45,082 49,323 43,693 31,602 31,714 32,166 32,627 45,796 44,477 34,266 34,762 35,269

（１） 17,000 12,200 12,700 10,700

（２） (H) 45,082 32,323 31,493 31,602 31,714 32,166 32,627 33,096 33,777 34,266 34,762 35,269

（３）

（４）

（５）

３ (I)

平成38年度

収

益

的

収

支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

平成35年度 平成36年度 平成37年度

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資

本

的

収

支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

-
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様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

 特定環境保全公共下水道事業

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 平成27年度 平成28年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

平成38年度平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度

(J) 1,365 209

(K)

(L) 6,728 8,093 8,302 8,302 8,302 8,302 8,302 8,302 8,302 8,302 8,302 8,302

(M)

(N) 8,093 8,302 8,302 8,302 8,302 8,302 8,302 8,302 8,302 8,302 8,302 8,302

(O)

(P) 8,093 8,302 8,302 8,302 8,302 8,302 8,302 8,302 8,302 8,302 8,302 8,302

(Q)
(Q)
(B)-(C)
(A)
(D)+(H)

(S) 16,528 16,020 15,810 15,585 15,327 15,054 14,973 14,876 14,780 14,651 14,522 14,410

（T)

(U)

(V)

(W)

(X)

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 平成27年度 平成28年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

17,289 10,016 9,647 10,593 10,047 9,502 8,918 8,331 7,798 7,236 6,627 6,002

10,715 10,016 9,443 8,882 8,308 7,735 7,142 6,544 6,002 5,426 4,803 4,167

6,574 204 1,711 1,739 1,767 1,776 1,787 1,796 1,810 1,824 1,835

45,082 41,023 31,493 31,602 31,714 32,166 32,627 33,096 33,777 34,266 34,762 35,269

45,082 41,023 31,493 31,602 31,714 32,166 32,627 33,096 33,777 34,266 34,762 35,269
62,371 51,039 41,140 42,195 41,761 41,668 41,545 41,427 41,575 41,502 41,389 41,271

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

前年度繰上充用金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収益的収支比率 （ ×100 ） 44 45

赤 字 比 率 （ ×100 ）

40 39 38 37

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

45 45 44 43 42 41

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

平成37年度 平成38年度

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

平成34年度 平成35年度 平成36年度

-
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グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成27年度全国平均

※　法適用企業と類似団体区分が同じため、収益的収支比率の類似団体平均等を表示していません。
※　平成23年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、企業債残高対事業規模比率及び管渠改善率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

全体総括

経営については人口減少、高齢化が進む中で施設の
老朽化も進み、維持管理費や改築、更新などにより
経費が多額となりうる。下水道使用料のみでの経営
は非常に困難である為、下水道普及促進を行い計画
性のある維持管理を努める。

「施設全体の減価償却の状況」 「管渠の経年化の状況」 「管渠の更新投資・老朽化対策の実施状況」

2. 老朽化の状況について

施設については平成16年に供用開始された施設であ
り、今後、施設や設備は老朽化が進行していくにあ
たり維持管理費に係る経費問題を抱える中、長寿命
化計画を策定し、計画的に施設の改善に努める。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「使用料対象の捕捉」

2. 老朽化の状況

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

特定環境保全公共下水道は平成16年に供用を開始
し、現在、処理水区域内の対象人口は1,448人で、
水洗化率は69.5％となっている。経営状況として
は、一般会計から多額の繰入金により補填してい
る。今後は、経営戦略を作成し、また、水洗化率の
向上を図り、安定した経営の健全性と効率性に努め
る。

「単年度の収支」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

－

- 該当数値なし 55.46 100.00 3,130 1,448 0.65 2,227.69 【】

102.70 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km2) 処理区域内人口密度(人/km2)

法非適用 下水道事業 特定環境保全公共下水道 D3 2,622 25.53

経営比較分析表
長崎県　小値賀町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2)

0.00

0.05

0.10

0.15

0.20

0.25

0.30

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 0.05 0.05 0.07 0.08 0.26

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 31.35 30.58 30.95 50.40 43.62

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値

平均値
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0.10
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0.40
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0.70

0.80

0.90

1.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値

平均値

①収益的収支比率(％)

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値

平均値

0.00

200.00

400.00

600.00

800.00

1,000.00

1,200.00

1,400.00

1,600.00

1,800.00

2,000.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 1,835.56 1,716.82 1,554.05 1,671.86 1,673.47

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 73.88 70.59 76.78 41.93 76.04

平均値 52.89 51.73 53.01 50.54 49.22

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

400.00

450.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 237.90 246.16 222.37 417.17 231.60

平均値 300.52 310.47 299.39 320.36 332.02

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

35.00

40.00

45.00

50.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 41.64 43.45 45.64 45.45 46.73

平均値 36.80 36.67 36.20 34.74 36.65

56.00

58.00

60.00

62.00

64.00

66.00

68.00

70.00

72.00

74.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 63.89 62.21 66.29 68.24 69.54

平均値 71.62 71.24 71.07 70.14 68.83

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【1,457.06】

【81.28】【40.31】【250.25】【64.73】

【0.10】

該当数値なし 該当数値なし

該当数値なし 該当数値なし
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